
京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則

令和２年１２月１８日

規則第３１号

（趣旨）

第１条 この規則は、京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管

理に関する条例（令和２年京丹波町条例第４５号。以下「条例」という。

）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。

（事前協議の手続）

第２条 条例第９条第１項の規定による事前協議（以下「事前協議」という。

）を行おうとする者は、事前協議書（様式第１号）に次に掲げる図書を添付

し、正本及び副本各１部を町長に提出しなければならない。ただし、当該事

前協議に係る太陽光発電に関する計画に応じて、その必要がないと町長が認

めるときは、これらの図書又は当該図書に明示すべき事項の一部を省略する

ことができる。

（１） 事業者に係る図書

ア 事業者が個人のとき 住民票の写し（未成年である場合は、その法

定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合は、代理権を

証明する書面及び当該法人の登記事項証明書））

イ 事業者が法人のとき 法人の登記事項証明書

（２） 別表第１に掲げる図書

（３） 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める図書

２ 町長は、前項の事前協議書が提出されたときは、速やかにその内容を審

査し、当該事業に関し協議すべき事項を取りまとめ、事業者に通知するも

のとする。

３ 事業者は、前項の規定による通知を受けたときは、協議すべき事項の所

管課又は関係機関とそれぞれ協議を行い、協議を成立させ、それぞれ所管

課又は関係機関から書面で協議を終了した旨の確認を受けなければならな

い。

４ 事業者は、本条第２項の規定による通知を受けた日から起算して１年を

経過する日までに前項の協議を開始するものとし、同日までに当該協議を

開始しない場合は、改めて事前協議書を町長に提出しなければならない。

５ 事業者は、協議すべき事項の全てについて所管課又は関係機関から協議



を終了した旨の確認を受けたときは、その協議の結果を取りまとめ、速や

かに町長に提出しなければならない。

６ 町長は、前項及び次条の規定による報告等を確認したときは、事前協議

終了通知書（様式第２号）に事前協議書の副本を添えて事業者に通知する

ものとする。

（周辺住民等への説明等）

第３条 条例第１０条第１項の規定による説明会等は、前条第１項の事前協

議書の提出後において、周辺住民等に対して行うものとする。

２ 条例第１０条第３項の規定による周辺住民等に対する説明の報告は、周

辺住民等に対する説明結果報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添付

し、町長に提出しなければならない。

（１） 説明を行った地域の範囲を示した図面

（２） 説明会等で使用又は配布した図書の写し

（３） 説明会出席者又は戸別訪問等により説明を受けた者の名簿の写し

（４） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの

（届出）

第４条 条例第１１条第１項の規定による届出は、太陽光発電施設設置事業

計画（変更）届出書（様式第４号）に別表第１に掲げる図書を添付し、町

長に提出しなければならない。ただし、同表に掲げる図書のうち、第２条

の規定により事前協議書に添付した図書に変更がないときは、省略するこ

とができる。

（施設基準）

第５条 条例第１２条に規定する施設基準は、別表第２に定めるとおりとす

る。

（変更の届出）

第６条 条例第１３条第１項による届出は、太陽光発電施設設置事業計画（

変更）届出書（様式第４号）に別表第１に掲げる図書のうち、事業計画の

変更に関係するものを添付し、町長に提出しなければならない。

２ 条例第１３条第１項に規定する軽微な変更は、次に掲げるものとする。

（１） 設置工事の着手予定日を当該予定日以降の日にする変更（当該予定

日から起算して６０日を超える日の変更を除く。）

（２） 事業区域の面積の変更であって、変更前の面積の１割以内を減少さ

せるもの

（３） 太陽光発電設備の出力を縮小するもの



（工事着手等の届出）

第７条 条例第１４条の規定による届出は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める書面を町長に提出して行わなければならない。

（１） 設置工事に着手するとき 工事着手届出書（様式第５号）

（２） 設置工事を中止又は再開するとき 工事中止（再開）届出書（様式

第６号）

（３） 設置工事が完了したとき 工事完了届出書（様式第７号）

（事業者等に関する情報の掲示）

第８条 条例第１５条の規定による情報の掲示は、太陽光発電施設の事業者

等に関する情報（様式第８号）の標識を掲げることにより行うものとする。

ただし、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成

２３年法律第１０８号）第９条第４項に規定する再生可能エネルギー発電

事業の実施に関する計画の認定を受けた太陽光発電事業（太陽光発電施設

の出力が２０キロワット未満のものを除く。）については、同法施行規則

（平成２４年経済産業省令第４６号）第５条第１項第５号の規定により標

識を掲げるものとする。

２ 事業者は、前項の標識に記載した事項に変更が生じたときは、当該標識

に記載した事項を速やかに訂正しなければならない。

（廃止の届出）

第９条 条例第１７条第１項の規定による届出は、事業廃止届出書（様式第

９号）を町長に提出して行わなければならない。

２ 条例第１７条第２項の規定による届出は、事業廃止完了届出書（様式第

１０号）を町長に提出して行わなければならない。

（身分証明書）

第１０条 条例第２０条第２項の規定による証明書は、立入調査職員証（様

式第１１号）とする。

（公表）

第１１条 条例第２３条の規定による公表は、京丹波町公告式条例（平成１

７年京丹波町条例第３号）の規定による掲示場への掲示、町ホームページ

への掲載その他町長が適当と認める方法により行うものとする。

（その他）

第１２条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附 則



この規則は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和４年規則第１５号）

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和４年規則第２０号）

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年規則第１８号）

この規則は、令和５年１０月１日から施行する。

附 則（令和５年規則第１９号）

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に旧規則第８条第１項の規定により掲げている標識

は、新規則第８条第１項の規定により掲げたものとみなす。



別表第１（第２条、第４条、第６条関係）

図書の種類 図書に明示すべき事項等

１ 位置図 方位、縮尺及び事業区域

２ 事業計画書 （１）事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあ

っては、名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所

の所在地）

（２）太陽光発電施設の名称

（３）事業区域の所在地及び面積

（４）太陽光発電施設の出力

（５）設置工事の着手及び完了の予定日

（６）設計者の氏名及び住所（法人その他の団体にあ

っては、名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所

の所在地）

（７）施工者及び工事管理者の氏名及び住所（法人そ

の他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名並び

に主たる事務所の所在地）

（８）保守点検責任者の氏名及び住所（法人その他の

団体にあっては、名称及び代表者の氏名並びに主た

る事務所の所在地）

（９）設置工事の設計内容

（１０）良好な自然環境等の保全に関する計画

（１１）設置工事の施工に伴う騒音及び振動の防止又

は抑制に関する計画

（１２）防災上の措置に関する計画

（１３）資材、廃材等の管理に関する計画

（１４）太陽光発電施設の維持管理計画（太陽光発電

施設の廃止後において行う措置を含む。）

（１５）既存の道路、水路等の管理に関する計画

（１６）事業の施工に当たって要する他の法令及び条

例による許可、認可等に関する事項

３ 設計説明書 造成、排水、設置方法等に関する基本方針

４ 事業区域内権

利者一覧表

（１）物件の種類、所在地及び地番

（２）権利の種類、権利者の氏名又は名称



別表第２（第５条関係）

（３）事業者以外の権利者があるときは、賃貸借契約

書の写し、使用承諾書その他これらに相当するもの

５ 登記事項証明

書

事業区域内のもの（副本には写しの添付でも可とす

る。）

６ 隣接土地所有

者一覧表

所在地、地番及び権利者の氏名又は名称

７ 公図の写し 事業区域及びその隣接地（事業区域を朱線で明示す

ること。副本には写しの添付でも可とする。）

８ 現況平面図

９ 現況写真

１０ 土地利用計

画図

事業区域の境界、現況道路、河川、発電設備、緑地

、防災・緩衝施設等の配置等がわかるもの

１１ 土地造成計

画平面図、断面

図

事業区域の境界、切土箇所・盛土箇所、高低差、法

面の勾配角度、保護措置（擁壁等）の設置状況等がわ

かるもの

１２ 雨水排水計

画

事業区域の境界、現況道路、河川、排水施設配置図

、排水方向、放流先（その管理者）等がわかるもの

１３ 太陽光発電

設備仕様書

太陽電池モジュール、パワーコンディショナーの仕

様がわかるもの

１４ 他の法令に

よる許可又は認

可等を受けてい

る場合は、その

写し

１ 事業区域内の

環境の保全

歴史的建造物等景観資源に配慮した措置が講じられ

ていること。

事業区域が住宅地に近接する場合は、太陽光の反射

による影響を低減するため、必要に応じて、低反射の

ものの使用、植栽等の設置その他必要な措置が講じら

れていること。

太陽光発電設備に係るパワーコンディショナーが住



宅等に隣接して設置される場合は、必要に応じて防音

壁の設置その他騒音及び低周波音を軽減するための措

置が講じられていること。

事業区域内に生育する木竹の伐採は、太陽光発電施

設、事業区域への進入路、排水施設等設置のための必

要最小限度のものであること。

土砂流出等による濁水の発生防止のために必要な措

置が講じられていること。

２ 防災上の措置 事業区域において切土、盛土、埋土等の造成を行う

場合は、太陽光発電施設、進入路の確保や排水施設等

の設置のための必要最小限度のものであること。

雨水その他地表水を排水するための対策を講じてい

ること。

事業区域内及び区域外に影響を及ぼさないように土

地の形状、形質に対応した防災上の措置を講じること

。

３ 安全性の確保 繁茂した雑草又は枯草等を除去し、周辺環境に影響

を及ぼさないように適正に管理すること。

事業区域内に容易に立ち入ることができないように

柵塀等を設置すること。

４ 廃止後におい

て行う措置

太陽光発電事業の廃止後は、事業者の責任において

、次に掲げる措置を講じること。

（１）太陽光発電施設を速やかに撤去すること。

（２）太陽光発電施設の撤去及び廃棄について、廃棄

物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号）、建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律（平成１２年法律第１０４号）及び太陽光

発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライ

ン（環境省）その他関係法令等に従い適正に処理を

講じること。

（３）事業区域であった土地について、修景、緑化、整

地その他の景観上又は防災上必要な措置を講じるこ

と。



様式第１号（第２条関係）

年 月 日

京丹波町長 様

事業者

住所

氏名

法人その他の団体は主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

事前協議書

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則第２条第１項の規定により、下記の事業について関係書類を添えて

協議します。

記

※増設の場合は、増設前、増設後が分かるように記載すること。

種

類

□ 新設 □ 変更（内容 ）

※近接した時期・場所の太陽光発電施設の有無（ 有 ／ 無 ）

事業区域の所在地 京丹波町

事業区域の敷地面積 ㎡

太陽光発電施設の出

力の合計
ｋＷ

着手予定日 年 月 日 完了予定日 年 月 日

工事管理者
住所

氏名 電話番号

保守点検責任者
住所

氏名 電話番号



様式第２号（第２条関係）

第 号

年 月 日

様

京丹波町長

事前協議終了通知書

下記の事業について事前協議を終了したので、京丹波町における太陽光発

電施設の適正な設置及び管理に関する条例施行規則第２条第６項の規定によ

り通知します。

記

町の意見

事業者

住所

氏名

事業区域の所在地 京丹波町

事業区域の敷地面積 ㎡

太陽光発電施設の出

力の合計
ｋＷ

事前協議受付日及び

番号
年 月 日 第 号



様式第３号（第３条関係）

年 月 日

京丹波町長 様

住所

氏名

法人その他の団体は主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

周辺住民等に対する説明結果報告書

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則第３条第２項の規定により、下記のとおり報告します。

記

添付書類 説明を行った範囲を示す図面、説明会等で使用又は配布した図書

の写し、説明会出席者又は説明を受けた者の名簿の写し、その他町

長が必要と認めるもの

事業区域の所在地 京丹波町

説明の方法 説明会・戸別訪問・その他（ ）

説明を実施した日時

及び場所等

実施日時（ 回目）

年 月 日 時 分～ 時 分

場所又は範囲

説明会の出席者数、訪問

件数、説明した団体名等

説明の概要

周辺住民等からの意見、

要望等

意見、要望等への対応又

は回答



様式第４号（第４条、第６条関係）

年 月 日

京丹波町長 様

住所

氏名

法人その他の団体は主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

太陽光発電施設設置事業計画（変更）届出書

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則第４条（第６条第１項）の規定により、下記の事業について関係書類

を添えて届け出ます。

記

種

類

□ 新設 □ 変更（内容 ）

※近接した時期・場所の太陽光発電施設の有無（ 有 ／ 無 ）

事業区域の所在地 京丹波町

事業区域の敷地面積 ㎡

太陽光発電施設の出

力の合計
ｋＷ

着手予定日 年 月 日 完了予定日 年 月 日

事前協議受付日 年 月 日

工事管理者
住所

氏名 電話番号

保守点検責任者
住所

氏名 電話番号



様式第５号（第７条関係）

年 月 日

京丹波町長 様

住所

氏名

法人その他の団体は主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

工事着手届出書

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則第７条の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

種

類

□ 新設 □ 変更（内容 ）

※近接した時期・場所の太陽光発電施設の有無（ 有 ／ 無 ）

事業区域の所在地 京丹波町

事業区域の敷地面積 ㎡

太陽光発電施設の出

力の合計
ｋＷ

工事着手の日 年 月 日



様式第６号（第７条関係）

年 月 日

京丹波町長 様

住所

氏名

法人その他の団体は主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

工事中止（再開）届出書

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則第７条の規定により、下記のとおり届出ます。

記

種

類

□ 新設 □ 変更（内容 ）

※近接した時期・場所の太陽光発電施設の有無（ 有 ／ 無 ）

事業区域の所在地 京丹波町

事業区域の敷地面積 ㎡

太陽光発電施設の出

力の合計
ｋＷ

工事中止（再開）の日 年 月 日

工事を中止（再開）の

理由



様式第７号（第７条関係）

年 月 日

京丹波町長 様

住所

氏名

法人その他の団体は主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

工事完了届出書

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則第７条の規定により、下記のとおり届出ます。

記

添付書類 工事完了写真

種

類

□ 新設 □ 変更（内容 ）

※近接した時期・場所の太陽光発電施設の有無（ 有 ／ 無 ）

事業区域の所在地 京丹波町

事業区域の敷地面積 ㎡

太陽光発電施設の出

力の合計
ｋＷ

工事完了の日 年 月 日

発電設備の運転開始

予定日
年 月 日



様式第８号（第８条関係）

※縦２５ｃｍ以上、横３５ｃｍ以上とする。

※風雨により劣化・風化し文字が消えることがないよう適切な材料を使用

すること。

太陽光発電施設の事業者等に関する情報

名 称

事業区域の所在地 京丹波町

事 業 者

住所

氏名

連絡先電話番号

保 守 点 検 責 任 者
氏名

連絡先電話番号

太陽光発電施設の発

電出力の合計
ｋＷ

運 転 開 始 年 月 日 年 月 日



様式第９号（第９条関係）

年 月 日

京丹波町長 様

住所

氏名

法人その他の団体は主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

事業廃止届出書

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則第９条第１項の規定により、次のとおり届出ます。

事業区域の所在地 京丹波町

事業区域の敷地面積 ㎡

太陽光発電施設の出

力の合計
ｋＷ

廃止予定年月日 年 月 日

撤去工事の予定期間
年 月 日から

年 月 日まで

廃止理由

撤去及び処分方法

廃止後の事業区域の

管理方法



様式第１０号（第９条関係）

年 月 日

京丹波町長 様

住所

氏名

法人その他の団体は主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

事業廃止完了届出書

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例施

行規則第９条第２項の規定により、次のとおり届出ます。

事業区域の所在地 京丹波町

事業区域の敷地面積 ㎡

太陽光発電施設の出

力の合計
ｋＷ

廃止年月日 年 月 日

発電施設撤去完了日 年 月 日



様式第１１号（第１０条関係）

（表面）

（裏面）

第 号

立 入 調 査 職 員 証

所 属

職 氏 名

上記の者は、京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に

関する条例第２０条第１項による立ち入り調査を行う職員である。

年 月 日交付

京丹波町長

京丹波町における太陽光発電施設の適正な設置及び管理に関する条例（抜粋）

（立入調査等）

第２０条 町長は、この条例の施行に関し必要な限度において、職員に事

業者の事務所、事業所又は事業区域に立ち入り、必要な調査をさせ、又

は関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定による立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

３ 本条第 1 項の規定による立入調査の権限は、これを犯罪捜査のために

認められたものと解釈してはならない。

写真


